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第３期阪南市子ども・子育て支援事業計画策定支援業務委託仕様書 

 

１．事業名 

第３期阪南市子ども・子育て支援事業計画策定支援業務委託 

 

２．事業目的 

   本市の子ども・子育て支援にかかる現状を把握し、課題を整理するととも

に、本市における子ども・子育て支援施策を総合的に推進するための第３期

阪南市子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」という。）の策定にかか

る支援を行うことを目的とする。 

 

３．計画の概要 

 （１）計画の期間 

    令和７年度から令和１１年度 

 

 （２）計画の位置づけ 

    ①法令上 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条の規定に 

基づく市町村子ども・子育て支援事業計画を中核に、次世代育成支援対 

策推進法（平成１５年法律第１２０号）第８条の規定に基づく市町村行 

動計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成２５年法律第６４ 

号）第９条の規定に基づく市町村計画及び母子及び父子並びに寡婦福 

祉法（昭和３９年法律第１２９号）第１２条の規定に基づく自立促進計 

画を包含した一体的な計画 

 

②市内部 

 阪南市総合計画を最上位計画とし、阪南市地域福祉推進計画をはじ 

め、関連計画との連携を図ることができる計画 

 

４．契約期間 

契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

（ニーズ調査）契約締結の日から令和６年３月３１日まで 

（策 定 支 援）契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

 

５．業務内容 

（１）現状分析及び会議の運営支援（令和５～６年度共通業務） 
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  ①本市の子ども・子育て支援事業に関する現状と課題の分析等 

ア 本市の子ども・子育て支援事業計画の進捗状況の整理及び分析 

並びに課題の抽出 

イ 本市の総合計画等、他の施策との整合に関する整理 

ウ 国等及び他の自治体の動向等についての情報提供 

 

    ②阪南市子ども・子育て会議の運営支援 

ア 阪南市子ども・子育て会議（各年度３～５回程度を想定）への出 

  席 

イ 議事録の作成をはじめとする会議資料等の作成に関する支援 

ウ 検討内容のコンサルティング及び会議運営に関する支援 

 

（２）ニーズ調査（令和５年度業務） 

ア ニーズ調査に必要な事項に係る市への助言及び支援 

イ ニーズ調査の実施 

・調査対象及び標本数 

（ア） 就学前児童が属する世帯  １，４００件程度  

（イ） 小学生児童が属する世帯    ７００件程度  

          ※宛名情報については、委託者が住民基本台帳より無作為 

抽出した対象者リストを、受託者に提供するものとする 

 

・調査票の設計 

国・大阪府の基本指針やモデル調査票案をもとに本市独自の

設問を加える等、本市の課題、社会状況などを踏まえて設計する

こと。 

また、本市における子育ての状況・実態を把握できるものする

こと。 

調査票は阪南市子ども・子育て会議の議論を踏まえて決定す

るが、受託者は調査票案設計にあたっての助言、情報提供、素案

などの提案業務を行うこと。 

 

     ・調査票案等の作成及び印刷 

受託者は、次のものを作成し、印刷すること。 

なお、作成及び印刷に必要なものは全て受託者が用意すること。 

（ア）調査票（未就学児童が表紙部分（両面）を含む２４ペー 

ジ程度、就学児童が表紙部分（両面）を含む１６ページ 
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程度とし、調査票はＡ４版とする） 

（イ）送付用封筒 

（ウ）回収用封筒 

（エ）宛名シール 

 

・発送・回収等 

受託者は、調査票等の封入封緘を行い、委託者から提供され 

たリストに基づき、発送を行うこと。 

送料・返信料については受託者負担とする。ただし、小学生 

児童が属する世帯への調査票は、学校を通じて配布及び回収す 

るため、送料・返信料は発生しないものとする。 

 

・回収した調査票の集計及び分析 

調査結果については、国の基本指針を勘案し、単純集計、区 

域別集計、属性別集計、設問間のクロス集計を行うこと。 

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の 

見込み」の算出等の考え方（作業の手引き）」（令和５年度改訂 

予定）に基づき、分析及び量の見込みの算出を行うこと。 

 

（３）計画策定支援（令和６年度業務） 

ア 計画の策定に必要な事項に係る市への助言及び支援 

イ 計画の骨子案、素案及び原案の作成 

ウ 計画の概要版の作成 

エ 計画の素案に係るパブリックコメントの実施に関する支援、補正 

及び修正等 

    オ こども基本法（令和４年法律第７７号第１１条）の規定に基づく必 

要な措置に関する支援、補正及び修正等 

カ 子ども・子育て関連の情報提供 

   今後の子ども・子育ての方向性と計画策定等に係る情報が示さ 

  れる国の会議等が開催されたときは、その会議内容を要約した資 

料をわかりやすく作成し、納品すること。 

 

（４）成果品の納品（令和５～６年度共通業務） 

ア ニーズ調査の結果報告書の電子データ 

イ 計画書(３００部)及び電子データ 

ウ 計画概要版(４００部)及び電子データ 
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エ 全国担当者会議等の資料の要約版（必要部数）及び電子データ 

オ その他計画策定の支援のために作成した資料（必要部数）及び電子 

 データ 

※成果品の体裁及び部数の追加等は、受託者と協議の上、決定する。 

 

６．その他 

（１）受託者は、常に本市からの連絡を受けることができる体制を有するも 

   のとすること。また、随時、担当課と打合せを行うこと。 

（２）本業務には、十分な知識と経験を有する者を配置すること。 

（３）個人情報はもとより、業務内容、データ等、その他業務履行により知 

り得た事項を第三者に漏らし、又は委託の範囲を超えて利用しないこ 

と。 

（４）成果品に係る著作権・版権等の権利は、本市に帰属するものとする。 

（５）国の動向等によっては、仕様書に記載された業務以外の業務が発生す 

る可能性があることに留意すること。 

（６）本仕様書に定めのない事項については、随時委託者と協議し、その指 

   示に従うこと。 


